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様式１
令和　年 月 日

 稲敷市長　 筧　信太郎　 あて

所在地 
会社名 
代表者　　　　　　　　　　　　 ㊞
 

参加表明書


下記業務について関心がありますので、技術資料を提出します。 

記


１ 業務名 　　　稲敷市ＡＩオンデマンド交通導入業務

２ 入札参加資格 
稲敷市における競争入札参加資格 あり・なし 

３ 添付書類 
　　　　・様式２　誓約書
・様式３　企業の概要
・様式４　業務内容に対する実績確認
・様式５　業務実施体制




様式２
誓　約　書

　私は、稲敷市ＡＩオンデマンド交通導入業務プロポーザルに参加するにあたり、以下の掲げるものであることを誓約します。
　また、該当するに至ったときは、速やかに届けるとともに、参加資格の制限を受けることについて異存ありません。


１　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第１６７条の４第１項の規定に該当しない法人であること。
２　稲敷市建設工事請負契約に係る入札参加資格停止等処置要領、又は稲敷市物品購入等契約に係る入札参加資格停止等処置要領の規定に基づく入札参加資格停止期間中でないこと。
３　会社更生法（平成14年法律第154号）、民事再生法（平成11年法律第225号）の規定に基づき、公正又は再生手続きをしていない法人であること。
４　会社法（平成17年法律第86号）第475条若しくは第644条の規定に基づく清算の開始、又は破産法（平成16年法律第75号）第18条若しくは第19条の規定基づく破産手続き開始の申し立てがなされていないこと
５　暴力団（暴力団による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号）第2条第2号に規定する暴力団をいう。）又はその構成員（暴力団の構成団体の構成員を含む。）若しくは暴力団の構成員でなくなった日から5年を経過しない者の統制下にない法人であること。
６　令和４年度以降に、国内において地方公共団体が発注する本業務と同種の業務を受託した実績を有し、かつ自主運営事業や本格運行（実証を除く）支援実績などに基づく支援ノウハウを有すること。


令和　　年　　月　　日　　

稲敷市長　 筧　信太郎　 殿

住　　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

会　社　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　印　　　

様式３
企業の概要
１　会社概要
	事業者
	（主たる事務所の所在地）
〒

	
	（会社名）

	代表者
	（職・氏名）

	設立年月日
	
	資本金
	

	事業
	

	担当者
	（所在地）

	
	（担当者職・氏名）

	
	（TEL）
	（FAX）

	
	（E-mail）

	前年度売上高
	営業品目１
	売上高（千円）

	
	営業品目２
	売上高（千円）

	職員数
	営業品目１
	職員数（人）

	
	営業品目２
	職員数（人）


２　認証取得
	名称
	


※稲敷市ＡＩオンデマンド交通導入業務仕様書「７．セキュリティ要件（１）」に定める第三者認証について記載すること。なお、認証を取得していることを証する書類を添付すること。
３　役員等名簿（令和　　年　　月　　日現在）
	№
	役職
	氏名
	住所
	生年月日

	１
	
	
	
	

	２
	
	
	
	

	３
	
	
	
	


　※記入欄が不足する場合には行を追加すること。
　※記載された個人情報は、暴力団等の該当性の確認のために使用します。

４　同種業務の実績
令和４年度以降のＡＩオンデマンド交通の業務実績について最大５件記載すること。
	発注者
	業務名
	契約期間
	業務概要

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


※「参加説明書 ２ 参加資格（６）」に示す業務実績を記載すること。
※業務実績が確認できる資料（契約書・内訳書・成果品等から該当する箇所の写し）を添付すること。


様式４
業務内容に対する実績確認

１　次の表により「稲敷市ＡＩオンデマンド交通導入業務仕様書（以下「仕様書」という。）の業務内容に対する実績有無を確認する。実績数が多数となる場合は、必要に応じ表に行を追加し、２ページ以上となっても構わない。ただし、この様式以外は認めない。
２　次の仕様項目ごとに「仕様書」に記載された内容（同等の仕様での実績は可。）を全て満たす実績がある場合は、表の仕様項目欄に○を表記する。ただし、実証運行は含まないものとする。
（１）有人電話受付予約センターの設置（仕様書５.（８））
（２）車両の外装ラッピング（仕様書５.（９）④ ）
（３）即時予約（仕様書６.（１）⑧ ）
（４）Ｍａａｓ等のＡＰＩ連携（仕様書６.（１）⑯ ）
（５）自由経路ミーティングポイント型による運行（仕様書６.（１）⑱ ）
（６）自由経路ドアツードア型による運行（仕様書６.（１）⑱ ）
（７）敷地内経路・通行不可道路の設定（仕様書６.（１）⑲ ）
（８）専用スマートフォンアプリ（仕様書６.（２））
（９）ＬⅠＮＥミニアプリ（仕様書６.（３））

（） 内は仕様書における項目番号を示している。
３　実績確認のため、記載された自治体に連絡する場合があり、虚偽の記載をした場合は審査失格とする。



実績確認表

	

No.
	自治体名
	契約期間
	仕様項目

	
	
	
	(1)
	(2)
	(3)
	(4)
	(5)
	(6)
	(7)
	(8)
	(9)

	例
	○○県
○○市
	令和5年4月1日～
令和6年3月31日
	○
	
	○
	○
	○
	○
	○
	
	○

	1
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	2
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	3
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	4
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	5
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	6
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	7
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	8
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	9
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	10
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	





様式５
業務実施体制
[bookmark: _Hlk220510889]業務責任者、業務担当者などについて、役職、氏名、資格、担当分野、業務実績を明記すること。
	


 
